
主要事業個別シート（第２次実施計画／Ｈ２７・２８年度）
ver.1.01

H ～ H

②
目
的
・
概
要

計
画
額

その他

12,380千円

1,620千円

一般財源

県支出金

地方債

14,000千円

1,620千円

12,380千円

平成２７年度 平成２８年度
○森林経営計画作成推進事業補助(国1/2 県1/4 市1/4)
　　　森林整備地域活動実施協定H24年7月2日～H29年3月31日
　　　２林業事業体　　活動面積　40ha

○利用間伐事業等補助
　　３林業事業体
    ・間伐補助　　　　　　　　48ｈａ
　　・作業路開設補助　 5,500ｍ
　　・木材搬出補助　　　2,500㎥

○森林経営計画作成推進事業補助(国1/2 県1/4 市1/4)
　　　森林整備地域活動実施協定H24年7月2日～H29年3月31日
　　　２林業事業体　活動面積　  40ｈａ

○利用間伐事業等補助
　　　３林業事業体
　　・間伐補助　　　　　　　    50ｈａ
　　・作業路開設補助　　 7,000ｍ
　　・木材搬出補助　　　　2,670㎥

14,000千円

基 本 施 策

施 策 の 方 向

01:快適な都市空間の創造

03:農林業の振興

04:林業経営の安定化

事業予定期間 年度

森林所有者、林業事業体

目 06:林業振興費

会計 01:一般会計

款 06:農林水産業費

項 01:農林水産業費

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼ ﾞｪｸﾄ -

主な根拠法令要綱等

一般財源

14,000千円

12,380千円

①
基
本
事
項

亀山市利用間伐事業等補助金交付要綱、亀山市森林経営計画作成推進事業補助金交付要綱

施
策
体
系

20 -

事業費

国庫支出金

部名 環境産業部

室名 森林林業室

計画コード 事業名

19061 林業生産活動支援事業

目
的

対象

概
要

１．森林経営計画作成推進事業（面的なまとまり森林の持続的、効率的な森林経営を進めるため、意欲ある林業事業
体が行う森林の現況調査、境界確認、森林所有者の合意形成活動に対し、国・県・市が支援することで、森林経営計
画の作成を促進する。）
２．利用間伐事業（合意を取り付けた森林の整備にあたり、搬出間伐に対し、国・県・市が支援する。）

　本市の林業は、長期に渡る木材価格や木材需要の低迷、担い手不足などにより森林の適正な管理が困難となって
おり、森林所有者単独で効率的な施業を実施することは難しい状況にある。このことから林業事業体への長期の施業
委託を促進し、林業事業体の安定した事業量を確保することにより、適正な森林整備や経営の安定化を図る。

基本施策の大綱

12,380千円

年
度
別
事
業
計
画

期間内総事業費（H27・H28)① 28,000千円 期間外事業費(H29以降)② - 総事業費　（①＋②） -

③
　
事
業
の
計
画

13,520千円

1,620千円 1,140千円予
算
額

事業費
国庫支出金
県支出金
地方債
その他

④
指
標

計画値 40 40 －

単位 ｈａ ｈａ －

計画値

活
動

活
動

活
動

成
果

③
計画値 5,500 7,000 7,000

単位 ｍ ｍ ｍ

48

④

名称 木材搬出量

補足
各年度の出荷木材数量

①

名称 森林経営計画作成推進事業活動面積

補足
各年度の森林所有者の森林施業委託合意面積

②

名称 利用間伐実施面積

補足
各年度の利用間伐実施面積

名称 作業路開設延長

補足
各年度の利用間伐実施のための作業路開設延長

計画値 2,500 2,670 2,670

単位 ㎥ ㎥ ㎥

平成２７年度 平成２８年度 (参考・平成２９年度）

50 50

単位 ｈａ ｈａ ｈａ



事務事業評価シート

①
②
③

臨時職員人件費 ④
⑤

①
⑥

【事業の成果】

【反省点・課題】

【改善の方向性】

適切 有効性： 適切 最終評価確認者： 森林林業室長　村田　博

総コスト 15,517

⑤
事
業
の
評
価

総合判定
　森林経営計画作成推進事業により、林業事業体が実施する森林施業の集約化・団地化を図るための森林所有者の
合意形成活動経費の負担軽減に寄与するとともに、新たな森林施業団地が形成され、事業量の確保につながった。
　また、利用間伐事業等補助金による森林所有者への支援により、森林所有者の負担が軽減されたことで今後の森林
整備に対する意識が高まった。

Ａ
順調に進んだ

　補助を行った森林所有者の森林整備の意識は高まったものの、木材価格の低迷から多くの森林所有者の森林整備に対する意識は
失われている。
　また、森林所有者のなかには相続等により不在地主も多く、境界が不明などの理由から林業事業体が森林所有者の合意を得るのに
時間を要すなど森林施業の集約化・団地化が困難になってきている。

　森林所有者から林業事業体へ森林施業委託が進むよう、引き続き林業事業体の活動を支援するとともに、林業事業体に対し必要な
情報提供、助言等を行っていく。
  また、境界が不明で森林施業の集約化や団地化が進まない場合は、林業事業体に対し、国・県の境界を明確にするための補助メ
ニューを調査し、情報提供する。

事業目的の妥当性：

0 受益者負担額

前年度からの繰越額 0
総人件費 1,517

一般財源 12,380 12,380 13,081

0 所要人員 0.20

再
掲

翌年度への繰越額

その他 0 受益者負担率 0.0% ⑤　/　⑥
地方債

事業費 14,000 14,000 14,000 一般職員人件費 1,517 平均給与額×③
計画額 予算額 決算額

人
件
費

総人件費

県支出金 1,620 1,620 919 0

単位 ㎥ ㎥

④
事
業
の
計
画
・
実
績

年度計画 年度実績
○森林経営計画作成推進事業補助(国1/2 県1/4 市1/4)
　　　森林整備地域活動実施協定H24年7月2日～H29年3月31日
　　　２林業事業体　　活動面積　40ha

○利用間伐事業等補助
　　３林業事業体
    ・間伐補助　　　　　　　　48ｈａ
　　・作業路開設補助　 5,500ｍ
　　・木材搬出補助　　　2,500㎥

○森林経営計画作成推進事業費補助金交付
　　・交付事業体数：２林業事業体
　　・補助対象面積：４０ha
　　・施業委託合意人数：２０人
　　・施業委託合意面積：１２７．６４ha

○利用間伐事業等補助金交付
　　・交付事業体数：３林業事業体
　　・利用間伐面積：５８．２７ha
　　・作業路開設延長：８，４８７．１６ｍ
　　・木材搬出量（補助対象分）：１，０８４．２９㎥

事
業
費

④
名称 木材搬出量 計画値 2500 2670

補足
各年度の出荷木材数量 実績値 1,084.29

1,517

国庫支出金

補足
各年度の利用間伐実施のための作業路開設延長 実績値 8,487.16

単位 ｍ ｍ

単位 ｈａ ｈａ

名称 利用間伐実施面積 計画値 48 50

補足
各年度の利用間伐実施面積 実績値 58.27

各年度の森林所有者の森林施業委託合意面積 実績値 127.64
単位 ｈａ ｈａ

③
指
標

２７年度 ２８年度

①
名称 森林経営計画作成推進事業活動面積 計画値 40 40

補足

③
名称 作業路開設延長 計画値 5500 7000

②

②
目
的
・
概
要

目
的
・
概
要

対象 森林所有者、林業事業体

目
的

　本市の林業は、長期に渡る木材価格や木材需要の低迷、担い手不足などにより森林の適正な管理が困難となっており、森林所有者単独で効
率的な施業を実施することは難しい状況にある。このことから林業事業体への長期の施業委託を促進し、林業事業体の安定した事業量を確保
することにより、適正な森林整備や経営の安定化を図る。

概
要

１．森林経営計画作成推進事業（面的なまとまり森林の持続的、効率的な森林経営を進めるため、意欲ある林業事業体が行う森林の現況調
査、境界確認、森林所有者の合意形成活動に対し、国・県・市が支援することで、森林経営計画の作成を促進する。）
２．利用間伐事業（合意を取り付けた森林の整備にあたり、搬出間伐に対し、国・県・市が支援する。）

施策の方向 04:林業経営の安定化 項 01:農林水産業費

戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ - 目 06:林業振興費

施
策
体
系

基本施策の大綱 01:快適な都市空間の創造 財
務
科
目

会計 01:一般会計

基本施策 03:農林業の振興 款 06:農林水産業費

Ｈ27(主要事業)

①
基
本
事
項

計画コード 事業名 部名 環境産業部

19061 林業生産活動支援事業 室名 森林林業室


